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要 旨：本研究では合理的配慮の具体化を念頭に，知的障害者就労支援の現状と課題を

探ることを目的とした．方法は就労支援機関への聞き取り調査とし，ハローワーク，障害

者職業センター，障害者就業・生活支援センター，多機能型就労支援事業所，独立行政法

人高齢・障害・求職者雇用支援機構高知支部の 5 つを対象とした．調査項目は，関係機関

との連携，職場開拓と事業主支援状況，合理的配慮の具体化，今後の課題である．結果と

して，連携については，行政的な縦割区分ではなく高知県または市町村という地域区分で

の労働，教育，福祉の有機的なネットワークの形成が重要であった．そのためにも共通の

引き継ぎツール活用が考慮される．職場開拓については，各就労支援機関の職務を考慮し

ながら計画的に進めることが必要であった．合理的配慮については，各事業所や学校にお

ける「配慮」を客観視できる立場の就労支援機関が事業所や学校に対して合理的配慮に関

する理解を促しつつ，同時に障害者本人の意思表明や協議の場への参画の機会確保を促進

することが求められる．今後の課題は，学校や事業所，就労支援機関が「合理的配慮」を

共有することによって，有機的なネットワークと就労支援のシステム化の再検討につなげ

ることと考察した． 
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Ⅰ．はじめに 

 
厚生労働省の「平成 27 年障害者雇用状況の

集計結果」1)によると，民間企業における実雇

用率，法定雇用率達成企業の割合は共に上昇傾

向にある．しかし，実雇用率は 50 人以上規模

の企業は法定雇用率 2.0％のところ 1.88％，法

定雇用率達成企業の割合は 47.2％であり，まだ

職場開拓の余地があり，課題が残されているこ

とがわかる． 
全国特別支援学校知的障害教育校長会の調

査によると，平成 26 年度に特別支援学校を卒

業した知的障害者の就労率は全国平均で

30.6%，各県別では約 11%から 44%と差があり
12)，比較的企業が多い大都市にある学校の障害

者就労率が高いとは言えないことからも，障害

者雇用の充実は各地域の実情や地域資源を考

慮して，学校・企業・行政との連携を行う必要

がある 4)． 
障害者の就労を議論する上で欠かせないの

が，受け入れる側の「企業」と送り出す側の「学

校」の間を取り持つ「就労支援機関」である．

特に知的障害者の職場定着には，就労支援機関

による個別のニーズに基づいた継続支援の果

たす役割は大きい 7)．また今日の具体的な課題

として，学校からの情報の引き継ぎ 9)，対人ス

キル，コミュニケーションスキル，衛生面，ル

ール・マナーを守るといった基本的なスキルの

支援，マッチング等が指摘されている 11)． 
さて，教育と労働・雇用分野において共通し

て注目されるものに，「障害者の権利に関する

条約」と平成 28 年 4 月施行の「障害者の差別

の解消の推進に関する法律」がある．両者のキ

ーワードの一つが「合理的配慮」である．合理

的配慮とは，障害者の権利に関する条約の第 2
条に「障害者が他の者と平等にすべての人権及

び基本的自由を享有し，又は行使することを確
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保するための必要かつ適当な変更及び調整で

あって，特定の場合において必要とされるもの

であり，かつ，均衡を失した又は過度の負担を

課さないものをいう」とある．つまり，障害者

が権利を行使できない環境に置かれている場

合，個々の状況に応じて，その環境を改善した

り，調整したりすることであり，この環境の改

善や調整を怠った場合は差別になると規定さ

れている 5)． 
以上をふまえて本論文では，今後の合理的配

慮の具体化を念頭に，教育と労働の架け橋の役

割を担う就労支援機関を対象に聞き取り調査

を行うことで，知的障害者の就労支援の現状と

課題を分析する． 
 
● 

Ⅱ．方法 

 
１．調査協力者 

本研究では，就労支援機関としてハローワー

ク，障害者職業センター，障害者就業・生活支

援センター，多機能型就労支援事業所，高齢・

障害・求職者雇用支援機構高知支部(高齢・障害

者業務課，以下，高齢・障害者業務課)の 5 つ

に聞き取り調査を行った．ハローワークの調査

は，ハローワーク高知において，専門援助部門

障害者担当者 1 名に対して行った．障害者職業

センターの調査は，高知障害者職業センターに

おいて，障害者職業センター所長，障害者職業

カウンセラー各 1 名に対して行った．障害者就

業・生活支援センターの調査は，就業・生活支

援センター・シャインにおいて，センター職員

1 名に対して行った．多機能型就労支援事業所

の調査は，多機能型就労支援事業所・虹の夢に

おいて，相談支援専門員 1 名に対して行った．

高齢・障害者業務課の調査は，高知障害者職業

センターにおいて，障害者雇用業務課職員 1 名

に対して行った． 
 

２．調査期間 

ハローワークの調査は 2015 年 5 月 8 日，障

害者職業センターの調査は2015年5月19日，

障害者就業・生活支援センターの調査は 2015
年 6 月 16 日，多機能型就労支援事業所の調査

は 2015 年 5 月 13 日，高齢・障害者業務課の

調査は 2015 年 5 月 19 日に行った． 
 

３．調査方法 

全ての就労支援機関において，半構造化面接

の調査形態をとった．倫理的配慮としてはアン

ケート項目一覧を示しながら，本人に承諾を得

て聞き取りを行った． 
 

４．調査項目 

各就労支援機関に対して，第一に関係機関と

の連携，第二に職場開拓と事業主支援状況，第

三に合理的配慮の具体化，第四に今後の課題の

項目について，自由回答で聞き取りを行った． 
 

５．分析方法 

聞き取り結果に関して，先行研究と照合させ

つつ，複数人で考察を行った． 
 
● 

Ⅲ．結果 

 

１．基礎情報 

基礎情報として，各機関の聞き取り調査時の

全体の利用者数とその中での知的障害者の利

用者数を Table 1 に示す．  
高齢・障害者業務課は，独立行政法人高齢・

障害・求職者雇用支援機構の組織改編により，

平成 27 年 4 月に全国各都道府県に「支部」を

新たに設置して，地方組織を一元化したため，

高知支部のもとに「高知障害者職業センター」

「高知職業訓練支援センター」「高知職業能力

開発短期大学校」に併せて「高齢・障害者業務

課」が設置されている．そのため障害者利用者

数は，障害者職業センターと同じである． 
 

２．各就労支援機関の連携 

各機関及び特別支援学校との連携内容の調

査結果を Table2 に示す．表の横が聞き取り調

査先，縦が連携先と連携内容である．また，連

携頻度が高いと回答した連携先は色付けした． 
以下に各機関の調査結果を示す． 

  

就労支援機関 
利用者数 
(全体) 

知的障害者 
利用者数 

ハローワーク 832 人 208 人 

障害者職業センター 416 人 131 人 

障害者就業・ 
生活支援センター 

280 人 172 人 

多機能型 
就労支援事業所 44 人 20 人 

高齢・障害者業務課 416 人 131 人 

Table 1 基礎情報 
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ハローワーク 

 

障 害 者 

職 業 セ ン タ ー 

障 害 者

就業・生活支援

セ ン タ ー

 

多 機 能 型

就 労 支 援

事 業 所

 

高 齢 ・ 障 害 者 

業 務 課 

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク 

 ・職業評価とフィ

ードバック 

・ケース会議での 

情報交換 

・事業所訪問への 

同行 

・企業調べ ・就労移行の求人の

情報交換 

・就労継続支援 A 型

(以下、A 型)の悩

みや転職希望の

相談 

・障害者雇用納付金 

制度にかかる周知 

活動 

・障害者助成金制度説

明会の共催 

・障害者雇用に関する

情報収集 

(障害者リファレンス

サービス） 

・障害者雇用優良事 

所等表彰の推薦 

・アビリンピック 

高知大会の共催 

障
害
者
職
業
セ
ン
タ
ー 

・職業評価 

・実習の取り組

み状況 

・企業面接の 

同行 

 ・職業評価 

・ジョブコーチ

支援 

・就労移行、もしく

はA型で一般就労

希望の方の職業

評価 

・障害者雇用納付金 

制度にかかる周知

活動 

・障害者助成金制度 

説明会の共催 

・障害者雇用に関する 

情報収集 

(障害者リファレン 

スサービス） 

 ・障害者雇用優良事

業所等表彰の推薦 

・アビリンピック高知

大会の共催 

障
害
者
就
業
・
生

活
支
援
セ
ン
タ

・職業評価 

・実習の取り組

 み状況 

・職業評価 

・アセスメントの 

視点などの支

援方法にかか

わる助言・援助 

 ・就労支援 

ワーカーの職業

相談 

・生活支援ワーカー

の利用 

・アビリンピック 

・障害者職業生活相談 

員資格認定講習 

・リファレンス 

サービス 

多
機
能
型
就
労

支
援
事
業
所 

・求人票の持ち

帰り 

・見学や実習 

希望の連絡・

調整 

・アセスメントの 

視点などの支

援方法にかか

わる助言・援助 

・ジョブコーチ 

支援 

ほとんど連携 

なし 

 ・アビリンピックへの 

参加 

高
齢
・
障
害
者
業
務
課 

ほとんど連携 

なし 

・納付金説明会・助

成金説明会での

職業センターの

事業のPR 

・納付金の説明に事

業所訪問する際

に同行し、障害者

雇用にかかわる

助言 

ほとんど連携 

なし 

・アビリンピック  

特
別
支
援
学
校 

・学校面談の場

での連携 

・就労の心得等

の講話 

・職業評価 

・卒業生に対する 

ガイダンスの 

実施 

・現場実習 ・受け入れ前の実習

・実習評価の 

情報交換 

・アビリンピック 

・障害者職業生活 

相談員資格認定 

講習 

・リファレンス 

サービス 

Table 2 各就労支援機関の連携 
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（１）ハローワーク 
障害者職業センターとの連携頻度は高く，そ

の内容は障害者本人の職業評価や実習の取組

状況等についての情報交換である．職業センタ

ーと連携した職務としては，職業センターで行

われた職業評価と本人の希望を照らし合わせ

た適性判断，ケースによっては企業面接の際に

職業センターのカウンセラーとハローワーク

の職員が同行して，企業との打ち合わせに応じ

ることがある． 
高齢・障害者業務課とは，担当する業務が異

なるためほとんど連携はない．ただし，過去に

は障害者雇用納付金の支給にあたって障害者

本人情報の問い合わせがあったり，ハローワー

ク主催の事業所見学会と雇用支援センターの

企業向けの見学会の共同開催についての連絡

があったりした． 
多機能型就労支援事業所との連携は，移行支

援事業所の担当者がハローワークに来て求人

票を持ち帰ったり，見学や実習希望の連絡があ

れば調整したりする． 
特別支援学校との連携頻度は高く，「職業相

談票」を用いた連携に加えて，実習結果の情報

を随時交換し，学校別に時系列で状況把握して

いる．また，既卒者で就労した者も職場定着を

視野にいれて情報交換を随時行っている． 
以上からハローワークとの連携頻度が高い

のは，障害者職業センター，障害者就業・生活

支援センター，特別支援学校であった．また連

携の際の情報交換ツールは職業相談票のみで

あり，個別の教育支援計画や個別の支援計画，

個別の移行支援計画の活用はなかった． 
（２）障害者職業センター 
ハローワークとの連携の多くは，求職者に対

する職業評価の実施とフィードバックである．

他にも，ケース会議での情報交換や，依頼があ

った場合にはハローワーク職員が障害者本人と

ともに事業所を訪問する機会を設定する． 
高齢・障害者業務課との連携は，納付金説明

会・助成金説明会において職業センターの事業

の PR を行っている．また，納付金の説明に事

業所訪問する際に同行し，障害者雇用にかかわ

る助言を行っている． 
障害者就業・生活支援センターとの連携につ

いては，ハローワークと同様，就業・生活支援

センター利用者の職業評価をしたり，学習会で

講師の依頼があった際にはアセスメントの視

点など支援方法にかかわる助言・援助を行った

りしている． 

就労支援事業所との連携は，アセスメントの

視点など支援方法にかかわる助言・援助を行っ

ている他，一般就労後のジョブコーチ支援を行

っている． 
特別支援学校との連携は，職業評価の他，卒

業生に対してガイダンスを実施している． 
また連携の際の情報交換ツールの活用につ

いては，個別の教育支援計画，個別の支援計画，

個別の移行支援計画いずれもほとんど活用さ

れていなかった．それらの計画は障害者本人や

その保護者が管理するため，管理システムに改

善が必要と指摘されていた．職業センターでは

職業評価の職務があるため，個別の教育支援計

画等がない場合にも特に困ることはないが，計

画等があればより効率的な支援につなげられ

るという実感はある，とのことであった． 
（３）障害者就業・生活支援センター 
障害者就業・生活支援センターでは，障害者

職業センター，ハローワークとの連携頻度が高

い．それぞれの内容は障害者職業センターが職

業評価とジョブコーチ支援，ハローワークが企

業調べである．特別支援学校との連携内容は，

現場実習や相談支援である．一方，高齢・障害

者業務課と多機能型就労支援事業所とは，あま

り連携していなかった． 
また連携の際の情報交換ツールは，個別の教

育支援計画，個別の支援計画，個別の移行支援

計画のいずれも活用されておらず，独自のアセ

スメントシートを用いて標準化し，関係機関と

情報交換していた． 
（４）多機能型就労支援事業所 
多機能型就労支援事業所は，ハローワーク及

び障害者就業・生活支援センターと連携を密に

とっている．ハローワークとの連携内容は，就

労移行の求人について情報交換を行ったり，A
型事業所就労者の悩みや転職相談をハローワ

ーク専門援助部門につなげたりする．障害者就

業・生活支援センターとの連携内容は，実習か

ら職場定着まで就労移行の際には就労支援ワ

ーカーや生活支援ワーカーが職場等を訪問し

て，巡回相談を行う． 
障害者職業センターとの連携内容は，就労移行

もしくは A 型事業所を退職して次の一般就労の

ステップに進みたい人の職業評価である．特別支

援学校との連携内容は，受け入れ前に実習を行い，

卒業して事業所を利用する際には実習時の学校

の評価と事業所の評価の情報交換を行う． 
連携の際の情報交換ツールは，特に特別支援

学校と連携する際に，個別の移行支援計画を活
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高知県の知的障害者就労支援機関における連携の現状と課題 

用し，在学中の作業学習の様子や生活の課題を

共有した上で個別の支援計画を作成する．他の

実習先や事業所に障害者本人に必要な支援や

配慮を引き継ぐ際には，新たに「情報提供書」

を作成する． 
（５）高齢・障害者業務課 
高齢・障害者業務課では，障害者職業センタ

ー，ハローワーク，特別支援学校と連携を密に

とっている．障害者職業センターとハローワー

クとの連携内容は，障害者雇用納付金制度にか

かわる周知活動，障害者助成金制度説明会の共

催，障害者雇用に関する情報収集，障害者雇用

優良事業所表彰の推薦，アビリンピック高知大

会の共催である．特別支援学校との連携内容は，

アビリンピック，障害者職業生活相談員資格認

定講習，リファレンスサービスである． 
障害者就業・生活支援センターや多機能型就

労支援事業所においても，アビリンピックを中

心に連携している． 
 

３．職場開拓と事業主支援 

 各就労支援機関の職場開拓と事業主支援状

況についての調査結果をTable3に示す．以下，

Table 3,4,5 の回答者を①ハローワーク，②障害

者職業センター，③障害者就業・生活支援セン

ター，④多機能型就労支援事業所，⑤高齢・障

害者業務課として表記する． 
ハローワークの職場・職務開拓は，雇用率未

達成企業への直接訪問や見学会の開催，企業側

が直接ハローワークに来る場合，障害者本人の

実習の延長で職場開拓につながる場合と，様々

な形で進められていた．事業主支援については，

トライアル雇用を勧めるなど必要な情報を随

時提供していた． 
障害者職業センターの職場・職務開拓は，ハ

ローワークと連携して，就労希望の障害者本人

と企業の求人開拓のマッチングを実施してい

た．事業主支援については，ジョブコーチ支援

に加えて従業員へのレクチャーなども行っていた． 
障害者就業・生活支援センターの職場・職務

開拓は，ハローワークや就労支援チームとの連

携や企業からの直接の連絡によって進めてい

た．事業主支援については，民間の支援機関と

いうフットワークの軽さを活かし，企業訪問の

際に相談の対応をしていた． 
多機能型就労支援事業所の職場・職務開拓は，

障害者就業・生活支援センターや NPO 法人「ワ

ークスみらい高知」の雇用継続支援センター等

からの情報提供をもとに見学に行き実習につ

なげるという現状であった．事業主支援につい

ては，必要に応じて定着支援や巡回支援を行っ

ていた． 

Table 3 各就労支援機関の職場開拓と事業主支援状況

Q1 職場開拓、職務開拓はされていますか。されている場合は、その方法について教えて下さい。 

A① 雇用率未達成企業への直接訪問や見学会の開催もあるが、企業側が「障害者を雇用したい」ということ
でハローワークに来られて職場開拓につながるというケースもある。また、支援機関の実習先との連携
で就労につながりそうな場合にハローワークに連絡がきて、結果職場開拓という形になる場合がある。 

A② 主に準備支援利用者を対象にハローワークと連携して求人開拓を実施する。 

A③ 職場開拓はハローワークと連携して進めたり、県の就労支援チームから情報を得て進めたりしている。
職場開拓の際は事前に調べる場合もあるし、企業から連絡が来ることもある。 

A④ 職場開拓は最近あまりできていない。就労移行の方の実習先や就労先は、本来なら多機能型就労支援事
業所として独自に開拓していくのが理想的ではあるが、最近は障害者就業・生活支援センターや「ワー
クスみらい高知」の雇用継続支援センター等から情報提供いただけるので、それらを活用して見学に行
って、良かったら実習につなげるという現状にある。一方で、他の支援機関に頼れるほど連携が強いと
いう実感もある。職務開拓についてもできていないが、理解ある事業所自らが職務開拓をして下さる例
はある。 

A⑤ 業務の関係上、実施していない。 

Q2 事業主支援をされていますか。されている場合は、その内容について教えて下さい。 

A① トライアル雇用を勧めるなど、事業主にとって必要な情報は随時説明するようにしている。 

A② ジョブコーチ支援も事業主支援の一つであるが、他にも従業員へのレクチャーなども行っている。 

A③ 企業訪問の際に、相談の対応をしている。 

A④ 定着支援や巡回支援を通じて行っている。事業主支援を希望する事業所と、そうでない事業所がいらっ
しゃるので、必要に応じてという状況である。これまでに多い相談・要望としては、「障害者本人が作業
を忘れることが多く、職場として困っている」という内容である。そういった相談・要望があるたびに
職場に訪問し、支援を行う。具体例としては、事業主が作って下さっていた手順書が職員からしても少
しわかりにくいものだったので、障害者就業・生活支援センターが 1 日かけて作業をチェックして、作
業手順を組み立て直して、支援センター独自の手順書を作ったり、チェックリストを作ったりした。 

A⑤ 業務の関係上、実施していない。 
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４．合理的配慮の提供 

 各就労支援機関の合理的配慮の具体化に向

けた取り組みの調査結果を Table4 に示す． 
ハローワークにおける合理的配慮の具体化

については，登録者の就労後，職場定着に必要

と思われる事項に関して，関係機関との連携の

上，助成金等を利用して機械の導入や環境の整

備等を行っていた． 
障害者職業センターにおける合理的配慮の

具体化については，「ジョブコーチ」自体がそ

れにあたること，経費がかからないものに関し

ては多数の障害者に提供しているとのことだ

った．また，合理的配慮の経費を補助する制度

に関しても，作業を容易に行える配慮された施

設・改造等については「障害者作業施設設置等

助成金」，雇用管理に必要な介護者は「障害者

介助等助成金」，職場適応，定着支援について

は「職場適応援助者助成金」を利用して訪問型

ジョブコーチが配属される等，具体化していた． 
障害者就業・生活支援センターでは，合理的配

慮に関して具体化された取り組みはこれまで

はないとのことであった． 

多機能型就労支援事業所における合理的配

慮の具体化については，知的障害者本人の要望

により個別に理解が容易な方法で説明を行っ

た例や先の「事業主支援」の回答である支援セ

ンター独自の手順書やチェックリスト作成例

が挙げられた． 
高齢・障害者業務課では，障害者雇用納付金

制度や助成金制度を活用して合理的配慮の具

体化を図っていた． 
 

５．今後の課題 

各就労支援機関の今後の課題の調査結果を

Table 5 に示す． 
ハローワークの今後の課題は，就労者数の増

加と職員数の減少という現状の中で，サービス

の質を維持することであった． 
障害者職業センターの今後の課題は，人員配

置と利用者数増加の中での支援の質の維持・向

上であった． 
障害者就業・生活支援センターの今後の課題

は，文部科学省や厚生労働省などの管轄にかか

わらず，障害者本人に対して協働支援を行うこ

Q3 企業や学校における合理的配慮の提供、もしくはその経費を補助する制度はどのように具体化されてい
ますか。 

A① 合理的配慮の提供について、登録者の就労後、職場定着のために必要だと思われることについては、関
係機関と連携しながら、助成金等を利用して機械の導入や環境の整備等を行う。 

A② 合理的配慮の提供の具体例としては、就労した障害者が、職場で長時間作業の集中が難しかったので、
事業所と交渉して作業時間を短縮した例がある。合理的配慮の提供に関しては、「ジョブコーチ」自体が
それにあたる。他にも障害者本人の支援や配慮の一つとして、ツールやマニュアルの作成等、経費がほ
とんどかからないものに関しては、必要に応じて多数の障害者に提供している。合理的配慮の経費を補
助する制度に関しては、雇用した労働者に対する配慮にかかわる経費は、一義的には企業負担が当然だ
と考えているが、作業を容易に行える配慮された施設・改造等については「障害者作業施設設置等助成
金」、雇用管理に必要な介護者は「障害者介助等助成金」、職場適応、定着支援については「職場適応援
助者助成金」を利用して訪問型ジョブコーチが配属される等、具体化されている。 

A③ 障害者就業・生活支援センターとしては合理的配慮の具体化はされていないが、法制度が先行し、これ
からそれに追いついていくと考えている。 

A④ 合理的配慮の具体例としては、知的障害者本人から「老人ホームでの申し送りがわからない」との意思
表示があったので、個別に噛み砕いた説明を行った例や、先述の支援センター独自の手順書やチェック
リスト作成の例がある。 

A⑤ 障害者雇用納付金制度や助成金制度において具体化していこうと動いているところである。 

Table 4 各就労支援機関の合理的配慮の具体化状況 

Table 5 各就労支援機関の今後の課題

Q4 貴所での今一番の課題を教えて下さい。 

A① 就労者数を増やすという課題に加えて、職員数が減っているという現状の中でサービスの質を維持する
ことも大きな課題である。 

A② 高知県の地理的な問題から、遠方での支援ニーズへの対応になるとその支援に丸１日かかってしまうの
で、人員配置の課題は大きい。他には利用者数の増加の中で、支援の質を維持・向上することである。 

A③ 文部科学省や厚生労働省の縦割りの関係で理想的な就労支援が実現できていないと考えるので、協働支
援を行うことが課題であると考える。 

A④ 事業収益を向上させて工賃を上げることと、職員の育成である。今後継続して障害者の就労支援を行う
ためには、若手職員の育成が欠かせない。 

A⑤ 納付金制度の周知業務にこれまで以上に力を注ぐこと。 
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高知県の知的障害者就労支援機関における連携の現状と課題 

とであった． 
多機能型就労支援事業所の今後の課題は，事

業収益を向上させて工賃上昇を図ることと職

員の育成であった． 
高齢・障害者業務課の今後の課題は，納付金

制度の周知業務にこれまで以上に力を注ぐこ

とであった．  
 

● 

Ⅳ．考察 

 
以下に，調査項目に従って考察を述べる． 
第一に，各就労支援機関の連携については，

ハローワーク，障害者職業センター，障害者就

業・生活支援センター，特別支援学校の 4 機関

が強いネットワークを有しており，そのネット

ワークの中に，必要に応じて多機能就労支援事

業所や高齢・障害者業務課が参画していた．李

らは，連携に影響を与える環境的要因として，

機関の態度，就労支援担当者数，連携学習時間，

関連専門職に関する学習経験の有無，連携場所

の有無等が関連することを示した 6)．文部科学

省や厚生労働省等の行政的な縦割区分ではな

く，高知県または市町村という地域区分での労

働，教育，福祉の有機的なネットワークの形成

により，障害者本人への支援が充実し，職場定

着につながることが望まれる． 
また，各就労支援機関の連携の際に，個別の

教育支援計画，個別の支援計画，個別の移行支

援計画があまり活用されていなかった．田中ら

は，個別移行支援計画が浸透していけば，障害

者職業センターの特別支援学校卒業生支援も

容易になること，学校が蓄積した膨大な支援ノ

ウハウを卒業後も活かして在学中から卒業後

の一貫した指導が可能になること，結果として

職場定着率が向上することを指摘している 10)．

各就労支援機関の職務に応じた独自のツール

が使用されているが，就労支援のネットワーク

形成とともに引き継ぎツールの共有・活用が効

率的な連携につながると考える． 
第二に，職場開拓については，各就労支援機

関が企業訪問を行ったり，企業から直接連絡を

受けたりして進めていた．ここで危惧されるこ

ととしては，複数の就労支援機関が同時期に同

じ企業を訪問する可能性である．牧らは，各機

関が個別に事業所に対しアプローチしたとす

れば事業所も混乱し，計画的に雇用を進めるこ

とができないとし，地域ネットワークの中でど

のような形式の情報をいかに共有していくか，

さらにその中で具体的な支援をいかに創出し

ていくか等，計画的な支援を展開するための職

務・課題分析 2)の必要性を指摘する．職場開拓

が企業に少なからず負担をかけることを鑑み

つつ，各就労支援機関の職務や現実的・時間的

な条件の中で職場開拓を計画的に進めること

が重要であろう． 
第三に，合理的配慮については，特に障害者

職業センターにおいて具体化されていた．障害

者職業センターのジョブコーチの配置自体が

障害本人への合理的配慮になることや高齢・障

害者業務課と同じ管轄であるため，障害者雇用

納付金や障害者助成金の情報が得やすいこと

がその要因である．他の支援機関においては，

作業時間の調整やツールやマニュアル，チェッ

クリストの作成等，多額の経費は必要ない事項

に関して実施されていた．また今後の合理的配

慮の具体化における課題としては「合理的配慮

を決定する場への当事者参画」3)が顕在化して

くるであろう．各事業所や学校における「配慮」

を客観視できる立場である就労支援機関が事

業所や学校に対して合理的配慮に関する理解

を促しつつ，同時に障害者本人の意思表明や協

議の場への参画の機会確保を促進することが

求められると考える． 
第四に，各就労支援機関の今後の課題として

は，ハローワークが雇用数増加と支援の質の維

持，障害者職業センターが人員配置の課題と利

用者数増加をふまえた支援の質の維持・向上，

障害者就業・生活支援センターが協働支援，多

機能型就労支援事業所が収益工賃の向上と職

員の育成，高齢・障害者業務課が納付金制度等

の周知活動，を挙げた．これらの課題の延長線

上にある共通目標の一つは，障害者雇用におけ

る職場定着であろう．鈴木らは，特に知的障害

者の職場定着には，個別のニーズに基づいた就

労支援機関による継続支援の果たす役割は大

きい 8)，と述べている．職場定着を念頭に，学

校や事業所，就労支援機関が今後求められる

「合理的配慮」を共有することが，有機的なネ

ットワークと就労支援のシステム化の再検討

につながるであろう． 
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